
第13回「医療計画の見直し等に関する検討会」議事次第  

平成17年11月30日（水）10：00～12：00  

厚生労働省専用第15会議室（7階）  

東京都千代田区霞が関1－2－2  

1 開  

2 資料説明及び質疑  

3 閉   

題  

1 救急告示制度の見直しについて  

2 医療計画制度と都道府県の権限について  

3 今後のスケジュールについて  

4 モデル医療計画（骨子案）について  

5 医療計画作成ガイドライン（たたき台）について  

6 全国で把握すべき指標（案）について  

7 その他   



救急告示制度の見直しについて   



救急医療提供体制の再構築に伴う救急告示制度の見直し  

（見直しの背景）  

◇ 消防法（昭和23年法律第186号）第2条第9項に規定する救急隊により搬送される傷病者に関する   

医療を担当する医療機関は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第8号）に規定された基準に   

該当する病院又は診療所から都道府県知事が認定したものとされている。  

◇ このような中、現行の救急医療提供体制については、以下の課題がある。   

①小児患者を含む救急患者の増加により地域において質の高い効率的な救急医療提供体制の再構築が求められていること   

②医療計画の見直しにより今後は救急医療に関しても、各医療機関が医療機能を明示して機能分化を図ることにより、地   

域の実情に応じた望ましい医療連携体制の構築が求められていること   

③救急医療に携わる医師の長時間労働の改善が求められていること  

◇ 以上を踏まえ、別紙の基準に沿った、質の高い効率的な救急医療提供体制を地域で再構築するため、救   

急告示制度の見直しを行うこととしてはどうか。  

◇＿なお、へき地など人口が少ない場合、都道府県知事は別紙基準を勘案して医療機関を認定することができるものとする。  

（救急告示制度の見直しの方針）  

☆ 上記の背景を踏まえ、救急告示制度に関しては、以下の方針を下に見直すこととしてはどうか。  

（1）新たに救急医療の機能に応じた医療機関の名称を告示できるようにすること  

（2）新たな救急医療の機能については指標に基づいた基準を設けること  

（3）新たな救急医療の機能について認定された医療機関は政策評価を通じて3年ごとに更新すること  
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